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み
ん
な
で
支
え
合
う
介
護
保
険

み
ん
な
で
支
え
合
う
介
護
保
険

新
し
い
保
険
料
が
決
定

新
し
い
保
険
料
が
決
定

　

介
護
保
険
制
度
は
、
40
歳
以
上

の
方
が
納
め
る
保
険
料
と
公
費
に

よ
り
、
介
護
を
社
会
全
体
で
支
え

合
う
仕
組
み
で
、
市
が
保
険
者
と

し
て
運
営
し
て
い
ま
す
。
介
護
や

介
護
予
防
が
必
要
と
認
定
さ
れ
た

と
き
に
は
、
原
則
と
し
て
費
用
の

１
割
を
支
払
っ
て
介
護
サ
ー
ビ
ス

を
利
用
で
き
ま
す
。
保
険
料
は
３

年
ご
と
に
見
直
し
て
お
り
、
24
〜

26
年
度
は
表
の
と
お
り
決
定
し
ま

し
た
。

　

高
齢
介
護
課
☎
70
・
５
６
３

６
。65

歳
以
上
の
方

　

介
護
保
険
料
額
決
定
通
知
書
を

６
月
中
旬
に
郵
送
し
ま
す
。

①
年
金
か
ら
の
差
し
引
き
（
特
別

徴
収
）　

老
齢
・
退
職
・
障
害
・

遺
族
年
金
を
年
18
万
円
以
上
受
給

し
て
い
る
方
が
対
象
で
、
偶
数
月

　

国
民
健
康
保
険
税
と
は
、
納
税

義
務
者
で
あ
る
世
帯
主
が
納
め
る

保
険
税
を
医
療
費
に
充
て
る
こ
と

で
、
加
入
者
の
健
や
か
な
暮
ら
し

を
支
え
合
う
制
度
で
す
。
課
税
額

は
①
〜
③
の
合
計
で
す
。

　

①
国
保
医
療
費
に
充
て
る
基
礎

課
税
額
②
国
保
被
保
険
者
が
後
期

高
齢
者
医
療
制
度
へ
拠
出
す
る
後

期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
③
40

〜
64
歳
の
被
保
険
者
が
介
護
保
険

制
度
へ
負
担
す
る
介
護
納
付
金
課

税
額
。

　

保
険
税
率
（
表
１
）
や
保
険
税

軽
減
の
基
準
と
割
合
（
表
２
）
な

ど
は
、前
年
度
と
変
わ
り
ま
せ
ん
。

国
民
健
康
保
険
税

国
民
健
康
保
険
税

納
税
義
務
者
は
世
帯
主
で
す

納
税
義
務
者
は
世
帯
主
で
す

に
支
給
さ

れ
る
年
金

か
ら
差
し

引
き
ま
す
。

　

昨
年
度

に
年
金
か
ら
差
し
引
か
れ
た
方

は
、
本
来
、
今
年
２
月
と
同
額
の

保
険
料
が
４
・
６
・
８
月
分
の
年

金
か
ら
差
し
引
か
れ
ま
す
が
、
今

年
度
は
４
月
と
異
な
る
額
が
６
・

８
月
に
差
し
引
か
れ
ま
す
（
仮
徴

収)

。

　

こ
の
仮
徴
収
分
を
引
い
た
残
額

を
10
・
12
・
来
年
２
月
に
分
け
て

差
し
引
き
し
ま
す
（
本
徴
収)

。

　

今
年
の
２
月
１
日
ま
で
に
65
歳

に
な
っ
た
方
や
転
入
し
た
方
な
ど

は
、
誕
生
日
や
転
入
日
に
よ
っ
て

　

保
険
年
金
課
☎
70
・
５
６
１

７
。年

金
か
ら
差
し
引
き（
特

別
徴
収
）
対
象
世
帯

　

65
歳
〜
74
歳
の
国
保
被
保
険
者

の
み
で
構
成
さ
れ
る
世
帯
で
は
、

原
則
と
し
て
世
帯
主
の
年
金
か
ら

差
し
引
き
ま
す
。
①
〜
⑤
の
す
べ

て
に
該
当
す
る
世
帯
主
が
対
象
で

す
。
今
年
度
中
に
世
帯
主
が
75
歳

に
な
る
世
帯
は
、
そ
の
時
点
で
国

保
の
資
格
を
失
う
た
め
対
象
外
で

す
。

　

①
国
保
の
被
保
険
者
全
員
が
65

歳
〜
74
歳
②
世
帯
主
が
国
保
に
加

入
し
て
い
る
③
年
金
額
が
年
18
万

円
以
上
④
介
護
保
険
料
を
年
金
か

ら
差
し
引
か
れ
て
い
る
⑤
保
険
税

と
介
護
保
険
料
の
合
計
額
が
、
年

金
給
付
額
の
２
分
の
１
を
超
え
な

い
。６

月
中
旬
に
納
税
通

知
書
発
送

　

特
別
徴
収
対
象
者
を
含
め
て
、

今
年
度
の
納
税
通
知
書
を
６
月
中

旬
に
送
付
し
ま
す
。

　

年
金
か
ら
差
し
引
か
れ
て
い
る

方
が
口
座
振
替
を
希
望
す
る
場

合
、
金
融
機
関
で
手
続
き
し
て
く

だ
さ
い
。
今
年
度
新
し
く
特
別
徴

収
の
対
象
と
な
る
方
は
10
月
以
降

の
年
金
か
ら
保
険
税
が
差
し
引
か

れ
る
の
で
、
９
月
ま
で
は
納
付
書

で
納
付
し
て
く
だ
さ
い
（
併
用
徴

収)

。非
自
発
的
失
業（
離
職
）

者
に
対
す
る
軽
減
制
度

　

倒
産
や
解
雇
な
ど
非
自
発
的
に

失
業
（
離
職
）
し
、
①
〜
③
の
す

べ
て
に
該
当
す
る
加
入
者
は
、
軽

減
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

高
年
齢
受
給
資
格
者
と
特
例
受
給

資
格
者
は
対
象
外
で
す
。

段階 対　　象 年額(円)
１

世帯全員が
市民税非課税者

生活保護か老齢福祉年金受給者 21700 
２

前年の課税
年金収入額
＋合計所得額

80万円以下 22600 
３ 120万円以下 27100 
４ 120万円超 30300 
５ 本人は市民税非課

税で世帯内に市民
税課税者がいる

80万円以下 40700 

６ 80万円超 45200 
７

本人が
市民税課税者

前年の
合計所得額

190万円未満 56500 
８ 300万円未満 67800 
９ 400万円未満 72300 
10 500万円未満 74600 
11 600万円未満 76900 
12 700万円未満 79100 
13 800万円未満 81400 
14 900万円未満 83600 
15 1000万円未満 88200 
16 1000万円以上 92700 

介護保険料（24～26年度）

※１　被保険者でない「みなし世帯主」を含む
※２　 国保から後期高齢者医療制度の被保険者になり、その後世帯主が変わることなく、

継続してその世帯にいる方のこと  

　

①
平
成
21
年
３
月
31

日
以
降
に
失
業
②
失
業

時
に
65
歳
未
満
③
雇
用

保
険
を
受
給
し
、
特
定

受
給
資
格
者
か
特
定
理

由
離
職
者
に
該
当
（
雇

用
保
険
受
給
資
格
者
証

の
離
職
理
由
コ
ー
ド
に

よ
る)

。

　

▼
内
容　

前
年
の
給

与
所
得
を
１
０
０
分
の

30
と
み
な
し
て
所
得
割

を
算
定
▼
期
間　

離
職

日
の
翌
日
〜
翌
年
度
末

（
期
間
中
に
会
社
の
健

康
保
険
に
加
入
す
る
な

ど
、
国
保
資
格
を
喪
失

し
た
場
合
、
軽
減
措
置

は
終
了
）
▼
　

離
職

理
由
の
該
当
な
ど
を
同

課
で
確
認
し
、
雇
用
保

険
受
給
資
格
者
証
、
印

鑑
を
持
参
し
て
同
課
へ

直
接

特
別
徴
収
の
開
始
が
４
・
６
・
８

月
の
い
ず
れ
か
に
な
り
ま
す
。

②
金
融
機
関
で
の
支
払
い
（
普
通

徴
収
）　

特
別
徴
収
の
対
象
で
な

い
方
に
は
納
付
書
（
６
月
〜
来
年

３
月
分
）
を
郵
送
し
ま
す
の
で
、

金
融
機
関
に
持
参
し
て
納
め
て
く

だ
さ
い
。
口
座
振
替
を
希
望
す
る

方
は
金
融
機
関
に
あ
る
用
紙
に
記

入
し
押
印
の
上
、
金
融
機
関
窓
口

へ
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

③
併
用
徴
収　

今
年
２
月
２
日
〜

４
月
１
日
に
65
歳
に
な
っ
た
方
や

転
入
し
た
方
な
ど
は
、
６
〜
９
月

が
普
通
徴
収
、
10
月
以
降
は
特
別

徴
収
に
な
り
ま
す
。

40
歳
〜
64
歳
の
方

　

医
療
保
険
料
（
国
民
健
康
保
険

税
な
ど
）
と
一
緒
に
納
め
る
こ
と

に
な
っ
て
い
ま
す
。
算
出
方
法
や

金
額
は
医
療
保
険
に
よ
っ
て
異
な

る
の
で
、
詳
し
く
は
加
入
し
て
い

る
医
療
保
険
者
に
問
い
合
わ
せ
て

く
だ
さ
い
。

区　分 ①基礎課税額 ②後期高齢者
支援金等課税額

③介護納付金
課税額

所得割額
5.0％ 1.7％ 1.25％

（総所得金額－33万円）×上の率

均等割額 １万6500円／人 6500円／人 6000円／人

平等割額 １万9000円／世帯 7000円／世帯 6000円／世帯

限 度 額 51万円 14万円 12万円

基　　準 割合
世帯主(※１、以下同じ）と被保険者（特定同一世帯所属者※２含む）の
合計所得が33万円以下 ７割

世帯主と被保険者の合計所得がＡ以下
Ａ＝24万5000円×（世帯主以外の被保険者数＋世帯主以外の特定同一世
帯所属者数）＋33万円

５割

世帯主と被保険者の合計所得がＢ以下
Ｂ＝35万円×（世帯に属する被保険者数＋世帯に属する特定同一世帯所
属者数）＋33万円

２割

表１　保険税の税率・金額・限度額  

表２　保険税軽減の基準と割合 

住宅用火災警報器　設置しましたか
　すべての住宅に住宅用火災警報器の設置が義務化され、６月で
１年が経過しました。23年６月時点での市内設置率は推計74.5％
で、県平均70.6％を上回っていますが、未設置の住宅も見受けら
れます。
　市内でも、設置されていたために火災という大事に至らなかっ
たという事例があります。大切な家族の命や財産を守るため、設
置と管理をお願いします。管理方法
は①ボタンを押したり、ひもを引い
たりするなど、適切に鳴ることを定
期的に確認する②警報器にほこりが
付くと誤作動や感度の低下につなが
るので、汚れが目立ったら乾いた布
でふき取る、などです。
　 予防課☎76・2165。

介護サービスの
利用者負担

（原則、費用の１割負担）

＋

65歳以上の
人の保険料
21％

40歳～ 64歳の
人の保険料
29％市の

負担金
12.5％

県の負担金
12.5％

国の負担金
25％

65歳以上の
人の保険料
21％

40歳～ 64歳の
人の保険料
29％市の

負担金
12.5％

県の負担金
12.5％

国の負担金
25％

保険料の内訳

３ あ や せあ や せ広報 ２４・６・１
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